




















































Financiall Reporting Standards:IFRS）となった。本稿では、記述内容が時点を明確に認識し得る場合には IASC
と IASB、IAS と IFRS を区別して表記するが、格別の断りの無いかぎり、IASB と標記した場合でも旧 IASC を














Standards Board:FASB）と IASB の双方は、国内および国境を越えた財務報告に利用可能な高品質





を公表している。この合意書において FASB と IASB が優先的な事項として合意をした内容は以下
のようなものである。
a) 米国の一般に認められた会計原則（Generally Accepted Accounting Principles:GAAP）と国際財
務報告基準(IFRS。国際会計基準委員会の国際会計基準を含む)の間の多様な個別的な差異を
取り除くことを目的とした短期プロジェクトに着手をすること。
























FASB と IASC の両機関は IAS-US 比較プロジェクトを立ち上げその成果として、A Report on the
Similarities and Differences between IASC Standards and U.S. GAPP を公表するなど、早い時期から水









































奇しくも同日 IASB 議長のデービット・トウｲーデｲー（David Tweedie）が東京で記者会見を行い、
国際会計基準と日本基準の調整に向けて日本と協議会を設置する方針を明らかにしている6)。その





















































(Comments concerning the Review of the Constitution of the International Accounting Standards Committee
Foundation)を提出している。
また、2004年４月20付けで欧州の経済界を代表する欧州産業連盟（Union des Industries de la















会計発展のための国際フォーラム（Internatonal Forum on Accountancy Development:IFAD）の報告書
として公表された、６大国際会計事務所が2002年に世界59カ国を対象に行った調査報告書では、コ
ンバージェンスへのアプローチとして、a)自国の GAAP を IFRS に代替し、IFRS が取扱っていな
い問題のみを自国の GAAP で補足する方法、b)基準の内容にもとづいて、自国の GAPP の中に


































































































このような点では ASBJ のスタッフの待遇は FASB よりも劣っているかもしれない。








２　会 　 費 　収 　入
３　一 般 事 業 収 入









当 期 収 入 合 計 ( A ) 683,355,311
前 期 繰 越 収 支 差 額 300,586,551
収 入 合 計 ( B ) 983,941,862
Ⅱ　支 出 の 部
　１　事 業 費
　(1)（人 件 費）
　(2)（企 業 会 計 基 準




　(1) (人 件 費)
　(2)（賃 借 料）
(3)（そ の 他 管 理 費）
　３　固 定 資 産 取 得 支 出




















貸 借 対 照 表
（平成16年３月31日現在）
（単位：円）
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額







































































FASB  12,602  13,348
GASB 　1,573 　1,946





刊行物純売却収入：  12,631  13,602
純事業収益  34,231  19,673
基準設定経費5）
給与及び賃金：
FASB  10,284 　9,327
GASB 　2,484 　2,457
管理部門 　1,588 　1,523












総経費  26,202  23,995
収益の経費超過額(経費の収益超過額) 　8,029  (4,322)
短期投資利益 　　 90 　　 36
留保基金投資利益 　3,283  (2,787)
最小年金負債調整額 　1,177  (3,026)
非拘束純資産の増加（減少）  12,579 (10,099)
期首純資産額  16,371  26,470
期末純資産額 $28,950 $16,371
出所：Financial Accounting Foundation, 2003 Annual Report, February 2004,p.31.
経営論集　第64号（2005年３月)52
筆者注　1) 財務会計財団（Financial Accounting Foundation）は FASB の活動を運営面および資金面から支え
る組織である。
　　　　2)　報告書のタイトルは原文では Statement of Activities となっている。
　　　　3)　原文では accounting support fee となっている。原文の財務諸表の注記２によれば、サーベン
ス・オックスレー法(Sarbanes-Oxley Act)の規定に従って、2003年度より FASB が有価証券の発行
者から強制的に年会費として徴収するこことになったものである。
　　　　4)　原文の財務諸表の注記１によれば、2002年に比較してこの金額が著しく減少したのは、上記3)
に記したように、これまで contribution の制度が廃止され、すべて強制的な accounting support fee
として徴収されることになったためである。








現金及び現金等価物 $ 2,393 $ 　229




 差引：貸倒引当金 　 (140) 　　(82)
棚卸資産 　　202 　　207
前払費用及びその他流動資産 　　156 　　178




留保基金投資  20,583  18,551
　 固定資産合計  21,762  19,686
　 資 産 合 計 $38,018 $26,593
流動負債：
支払勘定、未払費用その他流動資産 $　 555 $　 679
未払給与及び関連福利費  　 530 　　636
未払年金当期分  　 463 　　500









　負 債 合 計 　9,068  10,222
純資産－非拘束 $28,950 $16,371
出所：Financial Accounting Foundation,2003 Annual Report, February 2004,p.32


















































































































2)　FASB and IASB,Memorundaum of Undestanding-. The Norwalk Agreement,October 29,2002.
3)　FASB,Press Release,October 20,2002.










11) BDO,Deloitte Touche Tohmatsu, Ernst & Young,Grant Thorton,KPMG and Pricewaterhouse Coopers,GAAP
Convergence 2002,IFAD Report,p.7.
12) しかし、この調査では「国際会計基準へのコンバージェンスを意図しない国」として、アイスランド、日
本、サウジアラビアを列挙している（Ibid.,p14）。この点に関して、ASBJ はコンバージェンスに対する我
国際会計基準へのコンバージェンス問題と我が国の対応の視座 57
が国の姿勢について誤解を生じさせるものであるとの抗議文を、2003年４月24日の IASB とリエゾン国の
会計基準設定主体との会議の席上で配布している。このような点から見ると、同調査報告の内容の妥当性
に関しては大いに疑わしい部分もある。
13) 遠藤博志　「国内外の企業会計制度への貢献」『最近の企業会計の動向について（企業会計基準委員会／
（財）財務会計基準機構の活動を中心に）』財務会計基準機構、2003年11月、37頁.
14) 同上書、38頁.
15) 磯山友幸、前掲書、174-175頁.
16) 斎藤静樹　「企業会計の動向と企業会計基準委員会」『最近の企業会計の動向について（企業会計基準委
員会／（財）財務会計基準機構の動向を中心として）』財務会計基準機構、2003年11月、７頁.
17) 磯山友幸、前掲書、174頁.
18) ASBJ ホームページ（http://www.asb.or.jp）参照．
19) 『日本経済新聞』、2004年11月18日、朝刊.
20) 磯山友幸、前掲書、210頁。
21) 『日本経済新聞』「経営の視点日本企業に会計『2007年問題』」2005年１月24日朝刊．
22) 同上誌．
【付記】　本稿では、校正の段階で、受理日以降の情報にもとづき、加筆を施してある。
（2005年１月11日受理）
